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小学校１年生対象の ｢基本的生活習慣｣ 形成プログラムの開発及び効果の検討
－養護教諭による健康観察時の実践的研究－

北 俊 恵 藤 原 忠 雄
(公立小学校・養護教諭) (兵庫教育大学)

本研究の目的は, 小学校１年生の児童を対象とした基本的生活習慣形成のための, 養護教諭による支援プログラムを開発

し, その効果を検討することであった｡

対象者は, 介入群18名, 統制群22名であった｡ 基本的生活習慣形成のためのプログラムは, ｢食事, 排泄, 睡眠, 衣服の

着脱, 清潔｣, ｢規則正しい生活 (生活リズム), 言葉｣, ｢姿勢・腹式呼吸｣ で構成した｡ なお, プログラムの実施は, 朝の

健康観察時 (15分間) 内で実施できるものとした｡ 効果の検討は, 全児童の自己評価と, 児童の自己評価と教師評価が一致

した児童を抽出し, その児童の自己評価 (一致評価) の両面から行った｡ その結果, 基本的生活習慣形成のためのプログラ

ムは, 全児童の自己評価において, ｢健康への自己実践力｣ を向上させることが示唆された｡ 一致評価において, ｢健康への

自己実践力｣, ｢健康生活行動｣ を向上させることが示唆された｡

キーワード：基本的生活習慣, 小１プロブレム, 養護教諭, 健康観察
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問題と目的

｢幼稚園, 小学校, 中学校, 高等学校及び特別支援学

校の学習指導要領等の改善について｣ (中央教育審議会,

2008) の中で, ｢子どもの心と体の状況は, いわゆる小

１プロブレムや学級崩壊などに見られるような自制心や

規範意識の希薄化, 生活習慣の確立が不十分であること

や問題行動等, いじめやいじめによる子どもの自殺, 体

力の低下など, 子どもたちの心と体の状況にも課題は少

なくない｣, ｢子どもたちをめぐる環境の変化などを背景

に, 学習意欲と同様に, 生活習慣や自分への自信, 体力

などについても, 個人差が広がっているなどの課題があ

る｣ とし, ｢課題の背景・原因｣ として, ｢豊かな時代を

迎えるとともに, 核家族化や都市化の進行といった社会

やライフスタイルの変容を背景に, 家庭や地域の教育力

が低下している｣ と指摘している｡

深谷 (2007) は, しつけを放棄した親が増加した中,

３年保育の入園が普通になり, しつけは家庭で, とは言

いきれないと述べ, 嶋� (2007) は, 基本的な生活習慣

の確立は, 身勝手な行動様式を身につけた子どもや問題

行動を未然に防止すると述べている｡ また, 新保

(2001) は, 小１プロブレムの背景として, 子どもたち

を取り巻く社会の変化, 親の子育ての変化と孤立化, 変

わってきた就学前教育と変わらない学校教育の段差の拡

大, 自己完結して連携のない就学前教育と学校教育であ

ると報告している｡

こうした家庭での教育力の低下や, 就学前教育と学校

教育との連携が不十分な現状の中, 小学校現場での基本

的生活習慣形成への取り組みは不可欠な状況となってい

る｡

その連携や取り組み内容に関して, ｢学習指導要領解

説｣ (文部科学省, 2008) や, ｢生徒指導資料第３集｣

(国立教育政策研究所生徒指導研究センター, 2008) に

は, 小学校における基本的な生活習慣にかかわる問題は,

幼稚園・保育所との接続に配慮し, 児童の実態に応じて

適切に指導することが大切であることが示されている｡

先行研究を概観してみると, 小学校における基本的生

活習慣の内容に関する研究として, �階 (2007) は ｢発

達に応じた基本的な生活習慣の形成｣ (文部省, 1985)

からその内容を表に著し, 家本 (2005) は基本的な生

活習慣を ｢健康の管理・時間の管理・物の管理・人と関

わる力｣ の４つにまとめ, 深谷 (2007) は基本的生活習

慣の５領域 (食事・排泄・睡眠・着衣・清潔) 以外に言

葉遣い, 礼儀, 時間や約束を守る, 身の回りの整理整頓

などのマナーやルールを身につけるしつけが含めるべき

項目としている｡ 他にも, 嶋� (2007), 上岡 (2006)

など多数の者が生活習慣の内容を整理している｡

また, 児童を対象とした実証的研究として ｢心の健康

と生活習慣に関する指導｣ (文部科学省, 2003) で, 心

の健康内部の要素 (自己効力感・不安傾向・行動・身体

的訴え) 間の関連性と生活習慣の要素 (食事習慣・休養・

睡眠習慣・家族の役割・運動習慣) 間の関連性が認めら

れたもの, 山崎 (2002) の生活習慣病予防プログラム,

川畑 (2007) のライフスキル教育プログラムなど多く見

られる｡ また, 小学校１年生を対象として, 浅本・国里・

村岡・在原・堂谷・田所・伊藤・伊藤・佐々木・尾形・

鈴木 (2010) の集団社会的スキル訓練を試みたものや大

門・尾崎 (2007) の学校ストレスに関するものなどがあ

る｡ しかし, 小学校１年生を対象とした幼稚園・保育所

との接続に配慮し, 児童の実態に応じて ｢基本的生活習

慣｣ を指導する研究は見当たらない｡

そこで, 本研究では, 小学校１年生の児童を対象とし

た基本的生活習慣形成のための, 養護教諭による支援プ

ログラムを開発し, その効果を検討することを目的とす

る｡

方 法

１ プログラムの開発

１) プログラム開発の視座

�階 (2007) は, 低学年から ｢型｣ を学び, 自律的な

態度を育てるための系統的・計画的な指導の重要性を述

べている｡ また, 佐藤 (2005) は, ①適切な行動ができ

ないのは, 学習不足か未学習のためである｡ ②人付き合

いのコツ (行動) を子どもが身につけていなければ教え,

足りなければ補う｡ ③間違って覚えている行動があれば,

修正しながら正しい行動の仕方や対応の仕方を教え, 身

につけさせる｡ という考え方を述べている｡

こうした指摘にしたがい, ｢型｣ を学ぶことにより,

学んだことを適切な行動に結びつけることを重視するこ

ととした｡

また, 生活規律や生活習慣は生活のすべての基盤であ

るという認識に立ち, 学校生活がいっそう豊かになるこ

とを重視し, 小学校１年生を対象に身につけておくべき

ことを指導することとした｡

さらに, 相楽 (2004) が述べる, 健康面のアセスメン

トを生かした心理教育的援助サービスの実践例としての

健康調査用紙により, 自分の健康状態を理解し, 課題に

気づき, 自助資源の発見及び開発を促進できるようなツー

ル (ワークシート) が必要であると考えた｡

２) プログラムの内容

プログラムの内容は, 幼稚園・保育所との接続を鑑み,

基本的生活習慣 ｢食事, 排泄, 睡眠, 衣服の着脱, 清潔｣

と ｢規則正しい生活 (生活リズム), 言葉｣ とし, この

取り組みに必要な落ち着きと集中力を高めるために,

｢姿勢・腹式呼吸｣ も内容に含め, 健康観察時 (15分間)
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内で児童が理解し, 見直すことのできるようワークシー

トも併せて作成した｡

２ 効果の検討

１) 評価の視座

評価について, ｢学習指導要領解説 道徳編｣ (文部科

学省, 2008) には, ｢児童理解に基づく道徳教育の評価－

道徳性の理解と評価‐評価の観点と方法－評価の観点｣

に ｢道徳的習慣については, 特に基本的な生活習慣をど

の程度身に付け実践できているかを把握することになる｣

とある｡ また, ｢小学校の時期に身に付けた基本的な生

活習慣は, 生涯にわたってあらゆる行為の基盤となり,

気力と活力のあふれた生活をする上で欠くことのできな

いものとなる｡ このような態度の育成は, 日常の様々な

場面における具体的な指導の積み重ねによって継続的に

進めることが大切である｣ と, 継続した評価の重要性を

述べている｡

こうした指摘に従い, 実践状況を継続的に把握するツー

ル (健康生活チェック) を重視した｡

２) 効果検討の方法

対象：大阪府内の公立小学校�校に在籍する１年生�

組26名を介入群, １年生�組24名を統制群とした｡

時期：20��年２月～20��年３月, 朝の健康観察時

(８時30分～８時45分) で実施した｡

尺度：

� 児童の自己評価

次の５尺度をプログラム実施前後に実施した｡

① ｢健康への内的統制意欲｣ (山崎, 2002)

② ｢健康への自己実践力｣ (山崎, 2002)

③ ｢健康生活行動｣ (林ら, 2007)

④ ｢小学生用ストレス反応尺度｣ (嶋田ら, 1994)

⑤ ｢児童用社会的スキル尺度｣ (嶋田, 1996)

①, ②は４件法 (１：そうおもわない, ２：すこしそ

うおもう, ３：だいたいそうおもう, ４：とてもそうお

もう), ③は３件法 (２：◎, １：○, ０：△), ④は４

件法 (１：ぜんぜんそうでない, ２：あまりそうでない,

３, すこしそうである, ４：よくそうである), ⑤は４

件法 (１：ぜんぜんしない, ２：あまりしない, ３：す

こしする, ４：よくする) で回答を求めた｡

� 教師評価

次の４尺度をプログラム実施後に実施した｡

① ｢健康への内的統制意欲｣ (山崎, 2002)

② ｢健康への自己実践力｣ (山崎, 2002)

④ ｢小学生用ストレス反応尺度｣ (嶋田ら, 1994)

⑤ ｢児童用社会的スキル尺度｣ (嶋田, 1996)

なお, この教師評価は, 個々の児童に対して担任が評

価するものであり, 評価不可能な③ ｢健康生活行動｣ は,

省いた｡

①, ②, ④, ⑤ともに４件法 (１：ほとんど見られな

い, ２：少し見られる, ３：大体見られる, ４：顕著に

見られる) で回答を求めた｡

なお, 実施時期は, プログラム実施前は, 20��年２

月上旬, プログラム実施後は, 20��年３月中旬であっ

た｡

分析：欠損値のなかった介入群18名, 統制群22名を分析

の対象とした｡

� 児童の自己評価による検討

児童に実施した５尺度 ｢健康への内的統制意欲｣, ｢健

康への自己実践力｣, ｢健康生活行動｣, ｢小学生用ストレ

ス反応尺度｣ (３下位尺度), ｢児童用社会的スキル尺度｣

(２下位尺度)の各々の下位尺度について, 群 (介入群,

統制群) と時期 (事前, 事後) を要因とする２要因分散

分析を行った｡

� 児童の自己評価と教師評価の一致度による検討

｢健康への内的統制意欲｣, ｢健康への自己実践力｣ の

回答で, 児童の自己評価と教師評価が一致 (｜児童の自

己評価－教師評価｜≦0�5, 以下, ｢一致評価｣ と略記)

した児童 (介入群12名, 統制群11名) を対象に, �の自

己評価による検討と同様に２要因分散分析を行った｡

なお, 有意水準は５％に設定し, 効果は交互作用に注

目して検討した｡ また, データ数が少ないため, 交互作

用が有意傾向 (�05≦���10) の場合も, その後の検討を

行うこととした｡

結 果

１ 開発プログラム

開発プログラムを�	
��1に示した｡

基本的生活習慣 (食事, 排泄, 睡眠, 衣服の着脱, 清潔

など) を中核に, 全10回で構成した｡

２ 効果の検討

群 (介入群, 統制群) と時期 (事前, 事後) を要因と

する２要因分散分析を行った｡

自己評価による介入群及び統制群の各尺度の下位尺度

得点の平均値と標準偏差を�	
��2に示した｡

一致評価による介入群及び統制群の各尺度の下位尺度

得点の平均値と標準偏差を�	
��3に示した｡

１) 児童による自己評価

｢健康への自己実践力｣ において, 交互作用が有意傾

向 (
(1, 38) �3�037, ���10) であった｡

単純主効果の検定を行った結果, 事後において, 群の

単純主効果が有意 (
(1, 76)�8�940, ���01) であった｡

すなわち, 事前において群間に差は認められなかったが,

事後において介入群は統制群に比べ高いことがうかがえ

た｡
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｢引っ込み思案行動｣ において, 交互作用が有意 (�

(1, 38) �4�877, ���05) であった｡

単純主効果の検定を行った結果, 事前において, 群の

単純主効果が有意 (�(1, 76)�3�996, ���05) であった｡

また, 介入群において時期の単純主効果が有意 (�(1,

38)�7�120, ���05) であった｡ すなわち, ｢引っ込み思

案行動｣ は, 介入群において, 事前から事後へと有意に

減少し, また, 事前における群間の差が事後においては

解消した｡

２) 一致評価

｢健康への自己実践力｣ において, 交互作用が, 有意

(�(1, 21) �4�944, ���05)であった｡

単純主効果の検定を行った結果, 事後において, 群の

単純主効果が有意 (�(1, 42)�7�520, ���01) であった｡

また, 統制群において時期の単純主効果が有意 (�(1,

21)�4�499, ���05) であった｡ すなわち, 事前において

群間に差は認められなかったが, 事後において介入群は

統制群に比べ有意に高かった｡

｢健康生活行動｣ において, 交互作用が, 有意 (�(1,

21) �5�076, ���05)であった｡

単純主効果の検定を行った結果, 事後において, 群の

単純主効果が有意 (�(1, 42)�17�410, ���001) であっ

た｡ また, 統制群において時期の単純主効果が有意 (�

(1, 21)�4�499, ���05) であった｡ すなわち, 事前にお

いては群間に差は認められなかったが, 事後において介

入群は統制群に比べ有意に高かった｡

｢引っ込み思案行動｣ において, 交互作用が, 有意傾

向 (�(1, 21) �4�243, ���10)であった｡

単純主効果の検定を行った結果, 事前において, 群の

単純主効果が有意傾向 (�(1, 42)�3�319, ���10) であっ

た｡ また, 介入群において時期の単純主効果が有意 (�

(1, 21)�6�266, ���05) であった｡ すなわち, ｢引っ込

み思案行動｣ は, 介入群において, 事前から事後へと減

少したことがうかがえ, また, 事前における群間の差が

事後においては解消される可能性がうかがえた｡
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������ 開発プログラム (概要)

回 項目 概 要

１
姿勢 座った時・立つ時の正しい姿勢をワークシートで説明し, 実際に練習させる｡

腹式呼吸 お腹に手を置き, 吐いた時と吸った時の変化を感じさせる｡

２

姿勢・腹式呼吸

(以下毎回実施)

始めと終わりのあいさつ時に, 立った時の正しい姿勢を確認し, 介入中は座った時の正しい

姿勢を保つように, 声かけをする｡

腹式呼吸は, 始めのあいさつ後, 姿勢を整え, できるだけ目をつむり, 10回くりかえさせる｡

清潔
手洗い, うがいの仕方をワークシートで説明し, まねをしたあと, 振り返りシートで, 理解

できたか確認する｡

３ いろいろな気持ち 絵本 ｢ええきもち｣ を読み聞かせる｡

４ 元気になる言葉

ワークシート ｢相手が元気になる言葉のかけ方｣ を, 全員で復唱させる｡ ワークシート ｢い

やなことを言われたとき｣ を説明し, 自分なりのおちつく言葉を考えさせる｡

実際に目をつむり, おちつく言葉を5回復唱させる｡ (以下, 毎回実施)

５ いろいろな気持ち 絵本 ｢ええやん そのままで｣ を読み聞かせる｡

６ 友だちとの話し方

ワークシート ｢しっぱいしたら“ごめんなさい”｣ を説明し, 全員で復唱させる｡ ワークシー

ト ｢友だちへのじょうずな注意のしかた｣ を説明し, 全員で復唱, 自分なりの魔法の言葉が

けを考えさせる｡

７ 排泄
トイレの種類, トイレの上手な使い方, うんこのかたち等をワークシートで説明し, クイズ

で理解できたか確認する｡

８ 食事
食べ物の働き, 栄養の名前, マナーなどをワークシートで説明し, 振り返りシートで, 理解

できたか確認する｡

９ 着脱衣
ワークシートで服のたたみ方や, くつのなおし方などを説明し, チェックシートで, 自分の

できていないことを確認させる｡

10 睡眠・生活リズム
不規則な生活を続けた時の悪影響や ｢早寝・早起き・朝ごはん｣ の良さをワークシートで説

明し, 自分の生活リズムを意識させる｡



考 察

１ プログラムの開発

現在, 社会問題となっている, 小1プロブレムなどに

見られる自制心や規範意識の希薄化, 生活習慣の確立が

不十分であることなどへの教育支援が求められている｡

そうした課題へのアプローチとして, 小学校１年生を対

象とした基本的生活習慣形成プログラムを開発した｡

本プログラムの意義は, 次のようなことが挙げられる｡

まず, 小学校１年生を対象とした基本的生活習慣に関

する先行研究はほとんどなく, 小学校１年生対象のプロ

グラムを開発できたこと｡ 次に, 小学校１年生として身

につけておくべきことを, 幼稚園・保育所との接続に配

慮したプログラム内容にできたこと｡ さらに, 児童が指

導内容を理解し, 自らの取り組みが確認できるように,

プログラムに準拠したワークシートが作成できたこと｡

加えて, 養護教諭が行う支援活動 (６週間, 原則として

週２回の健康観察時＜15分間＞に実施) として, 実践可

能性の高いプログラムであることである｡

２ 効果の検討

統制群法を用いて, 本プログラムを実践した｡ その結

果, 実践群において次のような効果が認められた｡ まず,

児童の自己評価では, ｢健康への自己実践力｣ がプログ

ラム実施前より実施後に効果のある可能性が示唆された｡

また, 一致評価では, ｢健康への自己実践力｣, ｢健康生

活行動｣ がプログラム実施前より実施後に高まることが

確認できた｡ 小学校１年生の基本的生活習慣形成を目的

とした教育的支援プログラムとしての意義が確認できた

と思われる｡

山崎 (2006) の新生活習慣予防プログラム (小学校５

年生対象, １学期間実施) の研究では, ｢健康への内的

統制意欲｣, ｢健康への自己実践力｣ 共に, デモンストレー

ション・クラスと比較クラスにはっきりとした差はでな

小学校１年生対象の ｢基本的生活習慣｣ 形成プログラムの開発及び効果の検討 ��

������ 自己評価による介入群及び統制群の各尺度の下位尺度得点の平均値 (標準偏差)

尺度 下位尺度名
実践群(��18) 統制群(��22)

事前 事後 事前 事後

健康への内的統制意欲 3	48(0	66) 3	60(0	53) 3	40(0	57) 3	26(0	67)

健康への自己実践力 3	44(0	58) 3	63(0	44) 3	19(0	55) 3	08(0	66)

健康生活行動 1	62(0	23) 1	70(0	26) 1	48(0	30) 1	43(0	42)

小学生用ストレス

反応尺度

身体的反応 1	38(0	71) 1	24(0	40) 1	65(0	72) 1	49(0	59)

抑うつ・不安感情 1	61(0	83) 1	50(0	72) 1	72(0	79) 1	55(0	69)

不機嫌・怒り感情 1	51(0	89) 1	31(0	57) 1	56(0	75) 1	59(0	80)

児童用社会的

スキル尺度

攻撃行動 1	78(1	02) 1	40(0	54) 1	49(0	54) 1	46(0	56)

引っ込み思案行動 2	64(0	44) 2	31(0	56) 2	28(0	61) 2	34(0	54)

������ 一致評価による介入群及び統制群の各尺度の下位尺度得点の平均値 (標準偏差)

尺度 下位尺度名
実践群(��12) 統制群(��11)

事前 事後 事前 事後

健康への内的統制意欲 3	55(0	50) 3	45(0	58) 3	38(0	45) 3	13(0	39)

健康への自己実践力 3	35(0	62) 3	49(0	47) 3	20(0	45) 2	91(0	31)

健康生活行動 1	64(0	20) 1	73(0	24) 1	42(0	26) 1	23(0	37)

小学生用ストレス

反応尺度

身体的反応 1	47(0	82)	 1	35(0	46) 1	56(0	50) 1	56(0	66)

抑うつ・不安感情 1	63(0	82) 1	55(0	61) 1	73(0	75) 1	56(0	75)

不機嫌・怒り感情 1	63(0	10) 1	27(0	46) 1	51(0	50) 1	76(0	84)

児童用社会的

スキル尺度

攻撃行動 1	92(1	16) 1	50(0	59) 1	75(0	56) 1	59(0	57)

引っ込み思案行動 2	65(0	39) 2	23(0	28) 2	32(0	51) 2	39(0	44)



かった｡ ｢測定項目が小学生には抽象的すぎたかもしれ

ないということが改善点｣ と, 述べられているが, 本プ

ログラムでは ｢健康への自己実践力｣ を向上させる効果

が示唆された｡ これは, プログラム内容が, 日常生活に

関連していることの多い基本的な生活習慣をテーマにし,

約６週間の期間の中で, 具体的な指導内容を実施したか

らではないかと推測される｡

嶋田ら (1996) の児童の社会的スキル獲得による心理

的ストレス軽減効果の研究 (小学校４～６年生対象) で,

｢向社会的スキルを獲得していることは, 不機嫌・怒り,

無気力, 引きこもりのストレス反応の表出を軽減する効

果のあることが示された｣ と述べている｡ また, 本プロ

グラムと同様に小学校１年生を対象とした大門・尾崎

(2008) の研究では, 基本的な社会的スキル教育を２か

月間にわたって計20時間行ったところ, 授業実施ととも

に向社会的スキルが向上し, ストレス反応軽減につなが

ることを報告している｡ 本プログラムでは, ｢引っ込み

思案行動｣ が減少する可能性が示唆されたが, ストレス

反応軽減効果は認められなかった｡ これは本プログラム

の主たる目的が健康生活獲得だったため, 向社会的スキ

ル獲得の内容を十分に盛り込めていなかったためだと思

われる｡

自己評価では認められなかったが, 一致評価で ｢健康

生活行動｣ の向上が認められた｡ 自己実践力が高まれば,

健康生活行動力が高まると考えていたが, それを検証で

きる結果となった｡ これに関する先行研究は, 実証的に

確認できたものは見当たらなかった｡ その意味において,

この結果の意義は大きいと言えるのではないかと考える｡

本研究の効果の検討は, 自己評価及び一致評価の両側

面から行ったが, 両評価において大きな差は見られなかっ

た｡ この結果は, 桜井(1996)の ｢質問紙は, 幼児でも,

“客観的な事実”を問う質問であれば信頼できる回答は

可能かもしれない｡ 子どもは子どもなりに自分を見つめ

ている｡ どう見ているかが大切であり, 大人との見方の

違いを理解することが重要である｡ そうすることによっ

て子ども理解が促進するものと思われる｡｣ という主張

を一部支持するものであったと考えられる｡ 今後の小学

校低学年を対象とした支援プログラム等の効果測定にも

期待が持てると考えられる｡

３ 総合考察

本プログラム実施時の児童の様子から, 幼稚園・保育

所との接続したプログラムに準拠した, 視覚的なワーク

シートにより, 理解が深まり, 健康への自己実践力や健

康生活行動力を高める効果があったのではないかと考え

られる｡

また, ｢姿勢・腹式呼吸｣ を毎回実施したことにより,

多動傾向にある児童の留席する時間や回数が次第に増加

するなど, 自律的に安定した態度や姿勢が培われてきた

ことがうかがわれた｡

2009年４月に改正された, 学校保健安全法 第２章 第

２節 第９条 (保健指導) では, ｢養護教諭その他の職

員は, 相互に連携して, 健康相談又は児童生徒等の健康

状態の日常的な観察により, 児童生徒等の心身の状況を

把握し, 健康上の問題があると認めるときは, 遅滞なく,

当該児童生徒等に対して必要な指導を行うとともに, 必

要に応じ, その保護者に対して必要な援助を行うものと

する｣ となっている｡ 養護教諭は全学年, ６年間のスパ

ンで児童を観察し続け, 指導していかなければならない

立場にある｡ 本プログラムの実践により, 小学校１年生

時の様子が把握でき, 各々の実態に応じたその後の継続

的指導を考える視点が得られることの意義は大きいと思

われる｡

４ 今後の課題

今後の課題としては, 次のようなことが挙げられる｡

・プログラムの指導内容の精選と焦点化

・実践の可能性を重視して6週間としたが, 実施期間の

再検討の必要性

・評価は自己評価, 一致評価で検討したが, 児童の自己

評価, 教師評価, 両者の一致評価など評価の工夫

・小学校６ヶ年における体系的継続的なプログラム開発

本研究により, 小１プロブレムへの教育的支援として,

基本的生活習慣形成の視点からの効果的なプログラムが

開発され, 提案できたと考える｡
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